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（３）雇用・労働市場の動向 

 今次の景気拡張局面では、全ての地域において雇用関連指標が改善しており、労働需

給の改善が賃金の押し上げにつながるかどうかに関心が高まっている。同時に、業種に

よっては人手不足が強まっており、労働参加の促進が政策的な課題となっている。そこ

で、ここでは、最初に地域別の人口動態を把握したうえで、労働需給について概観し、賃

金への影響や開廃業の動きをみる。また、都市への社会移動が継続していることを踏ま

え、勤労に伴う通勤といった機会費用の地域差についても分析する。 

 

１）地域別の人口動向 

（総人口の減少、高齢化率の上昇傾向が続き、社会移動の傾向には大きな変化なし） 

 地域別の人口動態をみると、総人口は、南関東や沖縄において増加が続いているもの

の、東海や近畿では、2005 年を境に減少傾向に転じている（第１－３－１図）。また、高

齢化は全ての地域で進んでおり、沖縄以外は 65 歳以上の高齢化率が 20％を超え、75 歳

以上の占める割合は全ての地域で 10％を超えている（第１－３－２図）。 

また、各地域における人口の社会移動状況をみると、東京を含む南関東への転入超過

が続いている一方、他地域は転出超過となっており、その傾向に変化はみられない（第

１－３－３図）。 

 

第１－３－１図 地域別総人口の推移

 
（備考）総務省「国勢調査」、「人口推計」により作成。 
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第１－３－２図 地域別の高齢化率 

（65 歳以上人口の割合） 

 
（75 歳以上人口の割合） 

 
（備考）総務省「人口推計」により作成。 

 

第１－３－３図 社会移動の推移

 

（備考）１．総務省「住民基本台帳人口移動報告」により作成。 
    ２．転入者数－転出者数。 
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（出生率は上昇傾向。西日本が上昇に寄与する一方、東日本は伸び悩み） 

 出生数は、1991 年以降、増加と減少を繰り返しながら、緩やかに減少してきた。2016

年の出生数は 100 万人を切り、98 万 1,000 人となった。しかし、合計特殊出生率（以下、

出生率と略）の動きには改善の兆しがみられており、2005 年以降、いずれの地域におい

ても上昇に転じている。出生率には、その水準に地域差がみられ、また、最近の回復テン

ポにも違いが見られるが、西日本が上昇に寄与する一方で、東日本は伸び悩みの状況と

なっている（第１－３－４図）。 

 

第１－３－４図 出生率の推移(合計特殊出生率) 

 

（備考）１．国立社会保障・人口問題研究所「人口統計資料集」、厚生労働省「人口動態統計」により作成。 

    ２．全国値は母の年齢 15－49 歳の各歳における出生率の合計。 

    ３．都道府県の値は 2014 年までは、母の年齢を 15 歳から 49 歳の間で５歳区切りにした各階級における出生率５倍の

合計、2015 年、2016 年は母の年齢 15－49 歳の各歳における出生率の合計。 

    ４．国勢調査年次は国勢調査確定数の日本人人口、他の年次は 10 月１日現在推計人口(５歳階級)の総人口。 

    ５．地域毎の合計特殊出生率は、都道府県別の合計特殊出生率の単純平均。 

 

（出生率の地域差には保育施設の供給や働き方も影響） 

 出生率にみられる地域間の違いについては、年齢分布といった地域的な個人属性要因、

就労時間や保育所在所児割合などの政策的に変更可能な社会的要因、そしてそれら以外

の地域固有の要因によって生じているという分析例が示されている1。気温など地域差の

みならず、保育所在所児割合や延長保育実施割合など、政策対応によって変化する要因

も影響を与えていることから、定量的に出生率の引上げに有効な施策を選定し、実施す

ることが可能であることを示唆している。 

                                                  
1  みずほ情報総研（株）（2005）は、出生率の地域差がどのような社会・経済指標に起因しているのかを探る分析

を行った。具体的には、①女性のライフスタイルに関する指標（平均初婚年齢、女性 25－34 歳労働力率、女性 25

－34 歳大学院比率、消費に占める教養娯楽費割合）、②子育てにかかる経済的負担に関する指標（消費支出に占

める教育費比率、一人当たり県民所得、消費者物価地域差指数、単位面積当たり居住費）、③子育て環境の整備状

況（乳幼児人口当たりの在所児数、延長保育の実施割合、男性通勤時間及び仕事時間、３世代世帯比率）、④その

他（平均気温）を説明変数として、分析。その結果、「25－34 歳の有配偶出生率」に対して、「保育所在所児割合

（＋）」、「延長保育実施割合（＋）」、「男性通勤時間及び仕事時間（－）」、「平均気温（＋）」、「教養娯楽費割合（－）」、

「消費者物価地域差指数（－）」が有意となった（有意水準 10％）。 
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２）需給動向と賃金 

 人口減少と高齢化によって生産年齢人口の減少が続く中、労働需給は改善し、各地域

の労働需給はひっ迫している。以下では労働需給と賃金の動きを確認する。 

 

（有効求人倍率はバブル期以上の地域もあるが、時給賃金上昇率にはばらつき） 

 まず、2016 年の全国平均の有効求人倍率は、1991 年以来 25 年ぶりの高水準となって

いる。地域別（受理地別）には、北海道、東北、近畿、四国、九州、沖縄において、特に

人手不足感が高まったバブル期を含めた 1986 年以降の過去 30 年の平均を上回る、もし

くは同等の水準となっている（第１－３－５図）。 

 

第１－３－５図 地域別有効求人倍率（受理地別） 

 
（備考）厚生労働省「一般職業紹介状況」により作成。 

 

労働需給が引き締まるなか、時給賃金（所定内給与額／所定内労働時間）は、2012 年

末以降、程度の差はあるものの、一般労働者、パートタイム労働者ともに上昇してきた。

地域間のばらつきは一般労働者の方が大きく、需給がより引き締まっているパートタイ

ム労働者の賃金は総じて上昇率が高い（第１－３－６図）。 

ただし、消費税率の引上げ分も含め、４年間に物価も上昇しており、パート労働者の

実質時給賃金はプラスにとどまるところが多いが、一般労働者の実質時給賃金は、東京

を含む南関東等でマイナス圏内にとどまるところが多い。なお、平均賃金については、

女性や高齢者を含めた短時間勤務の者の増加や定年後の再雇用者の増加などにより、構

成変化が原因で低下する傾向があるという点にも留意が必要である。 
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第１－３－６図 一般労働者・パートタイム労働者の時給（名目・実質）（2012→2016 年） 

 
（備考）１．厚生労働省「毎月勤労統計調査地方調査」、各都道府県「毎月勤労統計調査地方調査」より作成。 
    ２．平均所定内時給は、12 ヶ月分の月次データを平均した所定内給与額を所定内労働時間で除して算出。なお、2016

年のデータは、１－６月分までは厚生労働省の公表値を、７－12 月までは各都道府県の公表値を使用。地域に集

計する際、各都道府県の年平均常用労働者数を用い加重平均。  

    ３．消費税率引上げが消費者物価指数に及ぼす影響は 2.4％の増加であり、（108-105）/105×持家の帰属家賃を除く

総合指数に占める課税品目のウエイトにより内閣府にて試算。 

    ４．総務省「消費者物価指数」及び北関東、南関東、甲信越、北陸は内閣府で作成した持家の帰属家賃を除く総合指数

（2015 年基準）により実質化。 

 

（黒字廃業や人手不足に起因する倒産も発生） 

 労働需給の改善に比べ、賃金上昇は十分とは言えないなか、雇主側の動きはどうなっ

ているだろうか。今回の景気拡張局面の初期段階である 2013 年に比べ、全国での年間倒

産件数は、10,855 件から 8,446 件へと 2,409 件（22.2％）減少したが、全ての地域で減

少している（第１－３－７図）。 

ただし、倒産要因をみると、後継者難、求人難、従業員退職、人件費高騰を含む「人手

不足等に起因する倒産」の割合が、甲信越、北陸、四国を除く全ての地域で増加している

（第１－３－８図）。また、資産が負債を上回る資産超過の状態にも関わらず業務を停止

する、いわゆる「黒字廃業」のうち、代表者の年齢が 60 歳以上の件数は、南関東を除く

全ての地域で増加している（第１－３－９図）。人手不足等による倒産だけでなく、高齢

経営者の黒字廃業が地域の課題となっている。 
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第１－３－７図 地域別倒産数の推移（2013 年、2016 年） 

 
（備考）(株)東京商工リサーチ提供データにより作成。 

 

第１－３－８図 人手不足等に起因する倒産数の割合（2013 年、2016 年） 

 
（備考）１．(株)東京商工リサーチ提供データにより作成。 

２．人手不足等に起因する倒産数の割合＝人手不足等に起因する倒産件数／倒産件数。 

３．人手不足等には、後継者難、求人難、従業員退職、人件費高騰を含む。 

 

第１－３－９図 地域別代表者 60 歳台以上企業の休廃業件数増加率（2013→2016 年） 

 
（備考）１．(株)東京商工リサーチ提供データにより作成。 

２．代表者 60 歳以上企業の休廃業件数の増加率＝（2016 年の代表者 60 歳以上企業の休廃業件数－2013 年の代表者 60

歳以上企業の休廃業件数）/2013 年の代表者 60 歳以上企業の休廃業件数×100 
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（地域別、職種別の雇用充足率が低下しており、マッチング機能の向上が必要） 

 労働需給の状況は、雇用充足率の動きからも把握できる。2012 年度から 2016 年度の４

年間で、充足率（全職種）はすべての都道府県で大きく低下した。全国平均が 8.1％ポイ

ント下落するなか、特に、沖縄県、青森県、熊本県、宮崎県、鳥取県、石川県では下落幅

が 10％ポイント超と大幅に低下した（第１－３－10 図）。 

 

第１－３－10 図 都道府県別充足率（2012 年度、2016 年度） 

 
（備考）１．厚生労働省「一般職業紹介状況」により作成。 

２．充足率は、「充足数」を「新規求人数」で除して算出。 

 

職種別には、特に人材不足が指摘される介護サービスの充足率が、全国平均で 10.3％

ポイントの下落となっているところ、沖縄県、秋田県、鳥取県、青森県、佐賀県、大分県

では 15％ポイントを超える大幅な下落となっており、事業者の求人が充足されない程度

が深刻化している（第１－３－11 図）。また、神奈川県、埼玉県、千葉県、東京都といっ

た都市部においても平均下落幅が 6.3％ポイントとなっており、介護人材が充足されな

い程度は深刻化している。 

建設や貨物自動車運転手の充足率も全国的に低下しているが、地域間でのばらつきが

みられ、宮崎県の建設職種の充足率は下落幅が 20.6％ポイントと大きいが、東京都の建

設職種の充足率は 4.2％ポイントの下落に止まっている。また、貨物自動車運転手の充足
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率は、沖縄県が 34.0％ポイントと大幅な下落になった一方、徳島県は 2.1％ポイントと

小幅な動きとなっている。 

 

第１－３－11 図 都道府県職種別充足率（2012 年度、2016 年度） 

 

 

 

３）就労コストの地域間比較 

 労働需給のひっ迫は地方においても高まっているが、先に記したとおり、全国的には

南関東への社会移動が続いている。地方部から都市部への社会移動の動機は様々である

が、就学や就職をきっかけにしていることが多い2。その際、仕事の種類は都市規模に比

                                                  
2  髙見（2016）によれば、地方出身の出身県外居住者が出身市町村を離れたきっかけは、「大学・大学院進学」

（50％）が半数を占め、「就職」（15.3％）、「専門学校進学」（9.6％）が次いでいる。 
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例して増えることから、地方にはない就業機会を求める、あるいはより好待遇の就業機

会を求める場合もあろう3。 

他方、都市部の就業に際しては、長い通勤時間、高い居住費用を支払っている場合も

多い。果たして、都市部での就業はこれらの時間等の機会費用を払っても見合うもので

あろうか。以下ではその機会費用について概観していく。 

 

（都市部の居住コストは地方の約 1.6 倍） 

まず、働くために必要な家賃を比較する。平均的な都道府県の畳当たり家賃に都道府

県別の平均畳枚数を乗じた月額のモデル家賃4で比べると、民間借家では東京都が 8.8 万

円と最も高く、次いで神奈川県、埼玉県、千葉県、兵庫県、大阪府などが上位を占める。

上位５県（東京都、神奈川県、埼玉県、千葉県、兵庫県）の平均と下位５県（鹿児島県、

高知県、宮崎県、秋田県、青森県）の平均を比較すると約 1.6 倍の差が生じている（第１

－３－12 図）。 

 

第１－３－12 図 都道府県別借家のモデル家賃〔月額〕（2013 年）

 
（備考）総務省統計局「平成 25 年住宅・土地統計調査」により作成。 

 

（地域間の時給賃金差は年齢階層により、1.2～1.5 倍） 

住居費に続き、次は、通勤に要する時間について、働いた場合に得られる賃金を機会

費用として評価しよう。ここでは便宜的に都道府県別の一般労働者の所定内給与の時給

を利用する。機械的に算出すると、時給は、何れの年齢階層においても東京都が高い。ま

                                                  
3  髙見・高橋（2017）によれば、地方ほど、都市部から離れるほど、専門職・技術職や情報サービス業などの業

種・種類が乏しく、地域サービス業や製造業の占める比重が高いとしている。また、ヒアリング調査でも、賃金

面をはじめとする労働条件格差、求人の多様性の違いなどを背景とする若者の人材流出が認識されていたとして

いる。 
4  モデル家賃は１畳当たり家賃に１住宅当たり居住室の畳数を掛けて算出。１畳当たりの家賃は、都道府県別に

集計した調査サンプルの家賃合計値額を全畳数で除して算出。同じく、１住宅当たりの居住室の畳数は、住宅数

合計値を全畳数で除して算出。 
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た、千葉県や神奈川県、愛知県や大阪府など、都市部が地方に比べて高い傾向となって

いる（第１－３－13 図）。 

 

第１－３－13 図 都道府県別年齢別所定内給与の時給比較（実質） 

 

（備考）１．厚生労働省「賃金構造基本統計調査」（平成 23 年）より作成。本節では、第１－３－16 図等で就労コスト等を算

出するために総務省「平成 23 年社会生活基本調査」を用いることから、時点を合わせるために、平成 23 年の調

査結果を用いている。 

    ２．企業規模 10 人以上。以下、同じ。 

    ３．所定内給与の時給は所定内給与を労働時間で除したもの。給与各年齢層（10 歳区切り）の所定内給与と労働時間

は５歳区切りを労働者数で加重平均して算出。 

    ４．実質所定内給与は、総務省「消費者物価指数」の 2011 年、帰属家賃を除く総合指数（2015 年基準）、各県庁所在

地の物価指数を用い算出。 

 

第１－３－14 図 年齢別実質時給の差（東京都/東京都以外） 

 

（備考）１．第１－３－13 図に同じ。 

２．東京都以外の実質所定内給与と所定内実労働時間は、東京都を除く全道府県の値を労働者で加重平均して算出。 

 

なお、東京都とそれ以外の道府県に分けて年齢別に実質時給を比べると、45－54 歳の

時給差が最大となっている（第１－３－14 図）。違いの背景には、東京都に本社機能を持

つ企業が多く存在することに伴う役職者数の違いや地域加算があると考えられる。また、

業種や職種等の構成比も影響しており、地域固有の違いかどうかは判然としない点に留

意が必要である。例えば、東京都は、賃金差の大きい「情報通信業」、「不動産業、物品賃
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貸業」、「金融業、保険業」での就業者数が多く、全体の平均時給差（約 1.3 倍）のうち、

これら３業種の寄与は約 26％である5（第１－３－15 図）。 

 

第１－３－15 図 業種別実質時給の差（東京都/東京都以外） 

 
（備考）第１－３－13、14 図に同じ。 

 

（高賃金地域の雇用者ほど通勤時間が長い） 

次に、通勤時間に時給を乗じることで機会費用を求める。都道府県別・年齢階層別の

１日当たり平均往復通勤時間をみると、全国的には若年階層の通勤時間が長く、地域的

には都市部、特に、関東と近畿の通勤時間が長い傾向がある（第１－３－16 図）。 

 

第１－３－16 図 都道府県別・年齢階層別の１日当たり平均往復通勤時間 

 
（備考）１．総務省「平成 23 年社会生活基本調査」より作成。 

２．平均通勤時間は、同調査における「通勤・通学」の平日、行動者平均時間を使用。 

３．全年齢の平均往復通勤時間は、各年齢の平均往復通勤時間の単純平均により算出。 

                                                  
5  厚生労働省「平成 23 年賃金構造基本統計調査」によれば、東京都における雇用のギャップ（東京都と東京都

以外の雇用ウエイトの差）は、「情報通信業」が 6.9％ポイント、「不動産・物品賃貸業」が 3.0％ポイント、「金

融業、保険業」が 2.5％ポイント高くなっている。 
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全年齢の平均で最も時間を費やしている神奈川県の１日当たり平均往復通勤時間は、

55～64 歳で 103 分、15～24 歳で 115 分となっている。１日当たり平均往復通勤時間の短

い都道府県は、年齢階層によって異なっているが、35～44 歳は愛媛県、その他の年齢階

層は宮崎県となっており、総じて、西日本の各地域は平均通勤時間が短い傾向となって

いる。 

先に求めた地域別の実質時給賃金と平均通勤時間（往復）の間には、時給が高い地域

ほど平均通勤時間が長いといった関係がみられる（第１－３－17 図）。特に、東京都や大

阪府への通勤者が多い神奈川県や兵庫県等では、通勤時間が長い傾向がある。 

また、年齢階層別にみると、時給と通勤時間の傾きが異なっている。若年通勤者（15～

24 歳）では傾きが急になり、高齢通勤者（55～64 歳）では傾きは緩くなるが、これは、

年齢階層が高くなると通勤時間当たりの機会費用が高いことを意味する。若年通勤者の

場合、10 分の通勤時間差で生じる機会費用は 82 円程度だが、高齢通勤者の場合は、253

円と３倍程度である。こうしたことから、年齢横断的にみると、加齢とともに時給が上

昇すると同時に通勤時間もより短くなるという傾向が示唆される。 

 

第１－３－17 図 都道府県別年齢層別の１日当たり平均往復通勤時間と時給の関係（2011 年） 

 
（備考）厚生労働省「賃金構造基本統計調査」（平成 23 年）、総務省「平成 23 年社会生活基本調査」より作成。 

 

（都市部の通勤に要する機会費用は、少ない地域より年約 65 万円程度の超過負担） 

通勤時間に時給を乗じることで、通勤に要する機会費用を算出すると、全年齢の平均

では東京都、神奈川県が最も高く、宮崎県が最も低くなる（第１－３－18 図）。年齢階層

別には、25～44 歳は東京都の居住者が最も通勤の機会費用が高く、その他の年齢階層で

はいずれも神奈川県が最も高い。最も機会費用が低い都道府県は、15～24 歳が沖縄県、

35～44 歳が愛媛県、25～34 歳及び 45～64 歳が宮崎県であった。 
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第１－３－18 図 年齢別通勤に支払う１日当たりの費用（実質） 

 
（備考）第１－３－13 図と第１－３－16 図のデータを基に作成。 

 

 年齢階層を均して年額換算すると、東京都、次いで、神奈川県、千葉県、埼玉県と首都

圏に居住する勤労者の額が多い。機会費用が少ない５県（鳥取県、山形県、島根県、青森

県、宮崎県）に居住する勤労者に比べ、東京都や神奈川県に居住する勤労者は、毎年 65

万円程度の追加負担をしながら働いていることになる（第１－３－19 図）。加えて、東京

都や神奈川県の勤労者は、家賃の低い５県の平均的な勤労者と比べ、毎年 36－52 万円6程

度の家賃を追加負担することから、合計で約 101－117 万円程度の機会費用を負担しなが

ら働いていることになる。現在、職住近接の実現に向けテレワークの推進や、企業や政

府関係機関の地方移転が進められているところであるが、働き方や働く場所の多様化を

通じて、こうした社会的損失を抑制していくことも求められる。 

 

第１－３－19 図 通勤による年間の損失（低位５県平均との差） 

 
（備考）第１－３－18 図に同じ。  

                                                  
6  借家の一畳当たり家賃（民間借家、月額）に一住宅当たり居住室の畳数をかけて算出。低位５県との差を算出

した。東京都、神奈川県の一畳当たり家賃はそれぞれ 5,981 円、4,510 円。一住宅当たりの畳数はそれぞれ 14.77

畳、16.60 畳。低位５県については、５県のモデル家賃を一住宅当たりの畳数で加重平均して 1 か月当たりの家

賃を算出した。 
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県

福
井
県

山
梨
県

長
野
県

岐
阜
県

静
岡
県

愛
知
県

三
重
県

滋
賀
県

京
都
府

大
阪
府

兵
庫
県

奈
良
県

和
歌
山
県

鳥
取
県

島
根
県

岡
山
県

広
島
県

山
口
県

徳
島
県

香
川
県

愛
媛
県

高
知
県

福
岡
県

佐
賀
県

長
崎
県

熊
本
県

大
分
県

宮
崎
県

鹿
児
島
県

沖
縄
県

（通勤に支払う１日当たりの費用、円）

15～24歳

55～64歳

45～54歳

35～44歳

25～34歳

全年齢の平均

△ 66.2

△ 65.6

△ 50.0

△ 70

△ 60

△ 50

△ 40

△ 30

△ 20

△ 10

0

10

東
京
都

神
奈
川
県

千
葉
県

埼
玉
県

奈
良
県

大
阪
府

兵
庫
県

京
都
府

愛
知
県

茨
城
県

滋
賀
県

三
重
県

宮
城
県

栃
木
県

広
島
県

福
岡
県

和
歌
山
県

岐
阜
県

群
馬
県

岡
山
県

徳
島
県

山
梨
県

静
岡
県

富
山
県

香
川
県

福
島
県

長
野
県

石
川
県

山
口
県

北
海
道

福
井
県

長
崎
県

熊
本
県

佐
賀
県

新
潟
県

大
分
県

愛
媛
県

高
知
県

沖
縄
県

秋
田
県

鹿
児
島
県

岩
手
県

鳥
取
県

山
形
県

島
根
県

青
森
県

宮
崎
県

（万円）

通勤コストの低い５県平均：34.1万円


